
平成３０年１月２３日判決言渡 平成２９年（行ウ）第７７号 不動産登記申請却

下処分取消請求事件 

主 文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

   東京法務局Ａ出張所登記官が平成２９年１月４日付けで原告に対してした原

告の同出張所平成２８年１２月９日受付第５４４８７号登記申請を却下する処

分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

 本件は，原告が，被相続人Ｂ（平成１４年▲月▲日死亡。以下「被相続

人」という。）の遺産である別紙２物件目録記載の不動産（以下「本件不動

産」という。）について，「平成１４年▲月▲日相続」を原因とする所有権

移転登記の申請（以下「本件登記申請」という。）をしたところ，東京法務

局Ａ出張所登記官（以下「処分行政庁」という。）から，本件登記申請は，

数次相続で中間の相続人が複数であるにもかかわらず，被相続人から最終の

相続人に直接相続させる登記が申請されていることを理由に，不動産登記法

（以下「不登法」という。）２５条５号及び８号の却下事由に該当するとし

て，本件登記申請を却下する処分（以下「本件処分」という。）を受けたこ

とから，被告を相手に，本件処分の取消しを求める事案である。 

 １ 関係法令の定め 

   別紙３のとおり。 

２ 前提事実（争いのない事実，顕著な事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨

により容易に認められる事実）  

 (1) 被相続人は，平成１４年▲月▲日死亡し，同人につき相続が開始した。 



 (2) 原告は，被相続人の配偶者Ｃの兄であるＤの長男である。Ｃは，他の相

続人とともに被相続人を相続した後，平成１４年▲月▲日に死亡し，Ｄが他

の相続人とともにＣを相続したが，Ｄが平成１８年▲月▲日に死亡したため，

原告が他の相続人とともにＤを相続した。（甲３） 

 (3) 原告は，被相続人に係る相続人ら及び被相続人の相続開始後に死亡した

相続人に係る相続人ら合計５９名を相手方として，被相続人の遺産に係る遺

産分割審判を申し立てたところ，東京家庭裁判所において，平成２６年３月

５日，被相続人の遺産である本件不動産の競売を命じ，その売却代金から競

売費用を控除した残額を，相続分の譲渡により審判から脱退した者を除いた

５３名（審判手続の承継人を含む。以下「認定相続人ら」という。）に対し

各人の相続分に応じて分配する旨の審判（以下「本件審判」といい，本件審

判に係る審判書を「本件審判書」という。）がされ，同年６月１９日，本件

審判は確定した。 

   なお，本件審判書において，原告は，被相続人の相続人であるＥ並びにＤ

の相続人であるＦ，Ｇ及びＨから，それぞれ相続分の譲渡を受けた旨が認定

されている。 

（以上につき，甲３） 

 (4) 原告は，平成２８年１２月９日，処分行政庁に対し，被相続人名義のま

まとなっていた本件不動産について，「所有権移転」を登記の目的とし，

「平成１４年▲月▲日相続」を登記原因として，被相続人から認定相続人ら

への所有権移転登記を求める登記申請（本件登記申請）をした。 

   その際，原告は，本件審判書を不登法６１条所定の登記原因を証する情報

（以下「登記原因証明情報」ということがある。）として提供した。 

              （以上につき，甲１，３） 

 (5) 処分行政庁は，平成２９年１月４日，本件登記申請が，数次相続で中間

の相続人が複数であるにもかかわらず，被相続人から最終の相続人に直接相



続させる登記を申請するものであるとして，申請情報（登記申請に必要な事

項として政令で定める情報）の内容と登記原因証明情報の内容が合致しない

こと（不登法２５条８号）及び中間省略登記であること（同条５号）を理由

に，本件登記申請を却下する処分（本件処分）をした（甲２）。 

 (6) 原告は，平成２９年２月１８日，本件訴訟を提起した（顕著な事実）。 

３ 争点 

  本件処分の適法性（本件登記申請に係る却下事由の存否） 

４ 当事者の主張の要旨 

 （原告の主張の要旨） 

  (1) 確定した遺産分割審判書は，家庭裁判所が全ての法定相続人を確定して

手続を進めることが前提とされていること，及びその審判の性質は形成判決

であって，これにより法律関係が成立することから，登記実務上，相続によ

る権利移転の登記を申請する場合の登記原因証明情報として認められてい

る。そして，遺産分割審判は形成力を有するものであることからすると，審

判によって確定した相続人及び相続分等の相続関係は，家庭裁判所の審判に

よって形成されたものであるといえる。そうすると，本件審判書は，被相続

人から認定相続人らに本件不動産の所有権が直接移転していることを認定し

ているのであるから，その相続の過程を公示する必要性はない。 

    特に，本件の場合，本件不動産について競売手続が予定されており，競売

後は直ちに新たな競落人の名義になることから，相続の登記による公示の期

間は極めて短く，その公示の意義もほとんどない。 

    これに対し，被告は，本件登記申請は中間省略登記を申請するものであっ

て認められないと主張するが，遺産分割審判が前述のとおり形成力を有する

ことからすると，本件審判によって相続人が確定したといえるため，本件審

判書による登記申請は，そもそも中間省略登記を申請するものではないとい

える。 



  (2) 仮に，数次相続や相続分の譲渡があるために，本件審判書が被相続人の

相続を原因として認定相続人らに直接所有権が移転したことを証する書面で

あるとはいえないというのであれば，処分行政庁は，原告に対し，本件審判

の確定した日をもって「平成２６年６月１９日相続人確定」あるいは「平成

２６年６月１９日審判」等の登記原因にするよう補正を促し，その旨の登記

を実行すべきであり，それをしないまま本件登記申請を却下した本件処分は

違法である。すなわち，権利変動が判決によって生じた場合には，「年月日

判決」を登記原因とする登記が認められているのであるから，相続人及び相

続分を確定する本件審判についても，同様にこれを登記原因とすることが認

められるべきである。 

(3) また，中間省略登記は，判決主文に基づく所有権移転登記申請において

は広く認められているところ，その理由は，裁判によって物権変動の過程が

確認されているため，その結果のみの公示となっても公示上何らの不都合も

ないということにある。そうすると，本件においても，相続人の認定は家庭

裁判所の審判手続により精査され，確定したものであり，その点は判決と変

わるところがないのであるから，物権変動の過程を公示することに特段の意

味はなく，確定した結果のみを公示したとしても公示上何らの不都合はない

のであり，本件審判書をもって登記原因証明情報とすることは認められるべ

きである。 

 なお，内閣府規制改革推進室の投資等ワーキング・グループにおいて，相

続登記手続の簡略化のため，法定相続人への登記を経ることなく被相続人名

義の不動産について遺産の売却先への移転登記を認めることなどが提言され

ていることに照らしても，相続の過程を忠実に登記しなければならない必要

性はないというべきである。 

(4) 加えて，本件において，相続の過程等に従った登記申請をすべきものと

すると，第一次相続から最終の相続までに係るもの及び相続分の譲渡に係る



ものなど合計１１件の登記申請が必要となり，登録免許税及び司法書士の報

酬も１１件分となるなど，登記申請の負担は過重なものとなる。競売手続を

前提とした相続登記の意味しかないものに，そのような過重な経済的負担を

求めることは，違法かつ不当である。 

さらには，相続の過程をすべて公示することになると，５３名の認定相続

人らのほか，相続から脱退した７名についても登記がされることとなるが，

これらの登記は，その後直ちに行われる競売手続とは何ら関係のないもので

あり，登記記録上全く必要のない個人の情報が公開されることは，個人情報

保護の観点からも許されるべきものではない。 

 （被告の主張の要旨） 

  (1) 本件審判は，本件不動産の所有権が，平成１４年▲月▲日に発生した被

相続人の相続を原因として，認定相続人らに直接移転していることは何ら認

定しておらず，単に，本件不動産を競売に付し，その売却代金から競売手続

費用を控除した残額を認定相続人らの相続分等に応じて分配すると判示して

いるにすぎず，現に認定相続人ら各自の相続又は相続分取得時は同一日では

ないのであるから，本件審判書をもって，平成１４年▲月▲日の相続発生を

原因として，被相続人から認定相続人らに直接所有権が移転したことを証す

る書面とすることはできない。 

それにもかかわらず，本件登記申請は「平成１４年▲月▲日相続」を登記

原因とし，被相続人から認定相続人らに対して本件不動産の所有権が移転し

たとして登記を申請するものであるから，申請情報の内容と登記原因証明情

報の内容が合致しておらず，不登法２５条８号の却下事由があるといえるか

ら，本件登記申請を却下した本件処分は適法である。 

  (2) また，不動産登記制度は，不動産に関する現在の権利関係を公示するた

めの制度であるというにとどまらず，物権変動の過程を忠実に登記記録に反

映させようとする原則が採られており，この物権変動の過程を明らかならし



めるものとして，登記原因及びその日付を登記記録に記録しなければならな

いとされている（不登法５９条３号）。 

 そうすると，登記原因ごとに一つの登記をしなければ，物権変動の過程は

明らかにならないと考えられるのであり，この理は登記原因が相続である場

合にも同様であるから，本来，相続による所有権移転登記も各相続の原因ご

とに登記すべきものである。不動産登記令（以下「不登令」という。）４条

は，「申請情報は，登記の目的及び登記原因に応じ，一の不動産ごとに作成

して提供しなければならない。」と規定している。 

    本件では，登記申請書に「相続人」と掲げられた各人が相続分を承継した

経緯は，それぞれ別個の相続又は相続分譲渡の過程に基づくものであり，そ

れぞれが異なる登記原因となるものである。ところが，本件登記申請は，本

来は上記のようにそれぞれ別個の相続又は相続分の譲渡の過程を経て相続分

を承継した認定相続人らについて，「平成１４年▲月▲日相続」という単一

の登記原因により所有権移転登記の申請をするものであるから，不登令４条

に規定する「登記原因に応じ」て申請情報を作成して提供しなければならな

いという方式に合致しないものであり，不登法２５条５号の却下事由があ

る。 

    なお，不登法５９条は，権利に関する登記の登記事項として「登記に係る

権利の権利者の氏名又は名称及び住所」（４号）を定め，不登令３条も，登

記の申請をする場合に登記所に提供しなければならない申請情報の内容とし

て，申請人の氏名又は名称及び住所（１号）を規定している。しかし，本件

登記申請では，申請情報の権利者となる相続人の一部の者について「住所不

詳」とされており（甲１），この点からも，本件登記申請は不登法及び不登

令で定められた方式に適合しておらず，不登法２５条５号の却下事由があ

る。 

  (3)ア これに対し，原告は，遺産分割審判によって確定した相続人及び相続



分について，その過程を公示する必要はないなどとして，本件において

は，いわゆる中間省略登記が許されるかのような主張をする。 

     この点，不登法は，「不動産の表示及び不動産に関する権利を公示する

ための登記に関する制度について定めることにより，国民の権利の保全

を図り，もって取引の安全と円滑に資すること」を目的としている（１

条）ことなどからすると，我が国の不動産登記制度は，現在の権利関係

を公示することのみならず，現在の権利関係に至るまでの経緯について

も公示することを要請しているものといえる。 

中間省略登記は，不登法が予定している真実の事項の公示に反し，本

来の登記制度に適合しないものであるから，原則として許されないもの

というべきである（中間省略登記不許の原則）が，例外的に中間省略登

記が許容される場合があり得るとしても，本件登記申請に係る中間省略

登記は，次のイに述べるとおり，その例外的な場合にも当たり得ないも

のである。 

イ すなわち，登記をめぐる訴訟において，登記記録上の登記名義人から最

終の所有者への直接の所有権移転登記を命ずる判決が確定し，又はその旨

の裁判上の和解が成立した場合は，これらの判決等で現に中間省略登記が

命じられた以上は，これに従おうとの趣旨から，中間省略登記不許の原則

の例外の一つとされる。しかし，本件では，中間省略登記を命ずる判決等

に基づいて登記申請がされたものではなく，本件審判書の主文も，登記記

録上の登記名義人から最終の所有者に直接登記を命ずる内容となっていな

いから，本件登記申請が上記の場合に当たらないことは明らかである。 

また，数次相続の場合においては，その中間の相続人が単独で相続し

ているときに限り，１個の登記申請で所有権移転登記をすることが認め

られているところ，本件では，数次の相続のみならず，相続分の譲渡と

いった，相続とは法律構成の異なる原因までもが混在しているのである



から，上記のような１個の登記申請による登記が認められる場合にも当

たらない。 

  (4) また，原告は，仮に「平成１４年▲月▲日相続」を原因とする登記が認

められないのであれば，処分行政庁において，本件審判の確定した日をもっ

て「平成２６年６月１９日相続人確定」等の登記原因にするよう補正を促す

べきであったと主張する。 

しかし，登記申請書の補正は，提出された登記申請書に形式的な不備があ

り，当該不備が補正することのできるものである場合に限られる。しかるに，

本件登記申請は，本来複数の登記原因ごとに申請情報を作成しなければなら

ないにもかかわらず，単一の登記原因を前提とした単一の申請情報を提出し

て登記を求めるものであり，申請方法そのものが法定の方式に違背したもの

であった。そうすると，このような不備の補正をすることは困難であり，処

分行政庁においてその補正を求めるべきであったとはいえないから，原告の

主張は理由がない。 

    原告のいう「相続人確定」とは，結局のところ，数次の相続や，相続人間

での相続分の譲渡がされたことを意味するにすぎず，登記の原因となる事実

又は法律行為は，あくまでも個々の相続や相続分の譲渡であるから，登記を

行うためには，これらの登記原因に応じ，一の不動産ごとに申請情報を作成

して提供し，登記の申請をしなければならないのであり，処分行政庁におい

て「平成２６年６月１９日相続人確定」等の登記をすることはできない。 

(5) さらに，原告は，本件登記申請のように，遺産の競売を命じ，その売

却代金の相続人への分配を命じる審判に従って競売手続を進める場合，そ

の相続の過程を登記事項として公示する必要はない等とも主張する。 

しかしながら，本件審判書によると，本件では，遺産分割方法として，い

わゆる換価分割が選択されたものと理解できるところ（民法２５８条２項参

照），この方法によって後日形式競売が申し立てられた場合においても，当



該不動産が売却され，無事に換価まで至るか否かは未知数であって，当該物

件が換価されず，５３名の認定相続人らの共有状態のままとなる事態が生じ

ることも否定できないのである。そうである以上，その公示の意義がほとん

どないなどと言い得るものではなく，原告が主張する事情は，本件において，

中間省略登記不許の原則を後退させてまで，中間省略登記を例外的に許容す

べき事情とはなり得ないというべきである。 

第３ 当裁判所の判断 

   当裁判所は，本件登記申請は申請情報の内容が登記原因証明情報の内容と合

致せず，不登法２５条８号所定の登記の申請を却下するべき事由に該当するか

ら，本件処分は適法であると判断する。その理由の詳細は以下のとおりであ

る。 

１ 不登法１８条は，登記申請の方法につき，不動産を識別するために必要な事

項のほか，登記申請に必要な事項として政令で定める情報（申請情報）を登記

所に提供しなければならない旨を定め，不登令３条は，申請情報として，「登

記の目的」（５号），「登記原因及びその日付」（６号）等を定めている。ま

た，不登法５９条３号は，権利に関する登記の登記事項として，「登記原因及

びその日付」を定め，同法５条２項ただし書は，登記原因について，「登記の

原因となる事実又は法律行為」と定義している。さらに，同法６１条は，権利

に関する登記を申請する場合について，申請人は，法令に別段の定めがある場

合を除き，その申請情報と併せて登記原因を証する情報を提供しなければなら

ないと定め，同法２５条８号は，「申請情報の内容が第６１条に規定する登記

原因を証する情報の内容と合致しないとき」は登記の申請を却下しなければな

らないと定めている。 

このように，不登法は，権利に関する登記について，「登記原因及びその日

付」（すなわち，登記の原因となる事実又は法律行為とその日付）を登記所に

提供すべき申請情報及び公示の対象となるべき登記事項とした上で，申請人に



対し，その登記原因を証する情報（登記原因証明情報）を提供することを義務

付け，これにより，権利に関する登記の登記事項である登記原因が客観的な裏

付けのあるものであることを確保し，また，このように客観的に裏付けられた

不動産に関する権利の発生，移転，変更，消滅等の原因となる事実又は法律行

為を登記することをもって，物権変動の過程を忠実に登記記録に反映させるこ

ととしているものと解される。 

２ これを本件についてみるに，前記前提事実(4)及び証拠（甲１）によれば，

本件登記申請において，原告が登記所に提供した不登法１８条及び不登令３条

所定の申請情報は，「所有権移転」を登記の目的とし，登記原因及びその日付

を「平成１４年▲月▲日相続」とするものであり，これらの申請情報に基づい

て，本件不動産につき被相続人から認定相続人らへの所有権移転登記を求める

ものである。したがって，本件登記申請は，本件不動産の所有権が被相続人か

ら認定相続人らに直接移転したとするものであり，その原因となる事実が平成

１４年▲月▲日に開始した被相続人の相続であるとして，これを「登記原因及

びその日付」に係る申請情報として提供したものと解される。 

他方，前記前提事実(3)のとおり，原告が本件登記申請に際し不登法６１条

所定の登記原因証明情報として提供した本件審判書は，被相続人について相続

が開始した後に一部の相続人が死亡して更に数次の相続が開始したこと及びこ

れらの相続により被相続人の遺産に係る相続分を取得した者の間で相続分の譲

渡がされたことを前提に，被相続人の遺産である本件不動産の最終の共有関係

を確定し，遺産分割の方法を指定するものであって，本件不動産の所有権が平

成１４年▲月▲日の被相続人に係る相続の開始により認定相続人らに直接移転

したことを認定するものではない。そうすると，本件審判書は，本件登記申請

において申請情報として提供された登記原因を証明するものには当たらない。 

以上によれば，本件登記申請は，申請情報の内容が登記原因証明情報の内容

と合致しないものといえるから，不登法２５条８号所定の登記の申請を却下す



るべき事由に該当するというべきである。 

３(1) これに対し，原告は，遺産分割審判は形成力を有するため，審判によっ

て確定した相続人及び相続分等の相続関係は，家庭裁判所の審判によって形

成されたものといえるから，本件審判は，被相続人から認定相続人らに本件

不動産の所有権が直接移転していることを認定したものである旨主張する。 

 しかしながら，前記２のとおり，本件審判は，被相続人について相続が開

始されたことにより相続人らの共有となった本件不動産につき，その共有持

分権が更に数次の相続及び相続分の譲渡により順次原告その他の認定相続人

らに移転したことを前提として，審判時における共有者（認定相続人ら）を

認定したものにすぎず，本件不動産の所有権が被相続人に係る相続を原因と

して認定相続人らに直接移転したことを認定したものではない。原告の上記

主張は，遺産分割審判の形成力により本件不動産の所有権が被相続人から認

定相続人らに対し直ちに移転するとの法効果が生じるとするものと解される

が，そのような法効果ないし権利変動を是認すべき実体法上及び訴訟法上の

根拠はなく，原告の上記主張は採用することができない。 

なお，原告は，本件審判の確定した日をもって「平成２６年６月１９日相

続人確定」，「平成２６年６月１９日審判」等の登記原因への補正を促すべ

きであったなどと主張するが，以上に説示したところによれば，これらの主

張もまたその前提を欠くものといわざるを得ない。 

  (2) また，原告は，不動産登記実務において中間省略登記は判決の主文に基

づく所有権移転登記申請につき広く認められているところ，本件における認

定相続人らについても家庭裁判所の審判手続によって本件不動産の共有持分

権を有することが認定されたものであり，判決による中間省略登記と変わる

ところはないのであるから，本件登記申請に係る中間省略登記を認めるべき

である旨主張する。 

    前記１の不動産登記制度の目的に照らせば，物権変動の過程，態様を忠実



に登記記録に反映させるのが不登法における原則であり，中間省略登記は例

外的な場合にのみ認められるものというべきである。 

そして，不動産登記実務上，中間省略登記に係る所有権移転登記手続を命

ずる確定判決（確定判決と同一の効力を有する和解調書，調停調書等を含む。

以下同じ。）がある場合には，例外的に，当該判決に基づく中間省略登記の

申請を受理する運用がされていることが認められるところ（乙１，５），本

件審判は，その主文で被相続人から認定相続人らに対する所有権移転登記手

続を命ずるものではないのであるから，原告の主張を踏まえても，本件審判

につき中間省略登記に係る所有権移転登記手続を命ずる確定判決と同視すべ

き事情が存在するということはできない。 

また，本件のように数次にわたる相続が発生した場合においては，登記原

因は各相続ごとに異なるから，登記原因たる相続ごとに当該相続を原因とす

る所有権移転登記を申請することを要するのが原則であるが，不動産登記実

務上，中間の相続が全て単独相続となる場合（遺産分割によりその中の１人

が相続した場合等を含む。）には，例外的に１個の登記申請による所有権移

転登記が認められている（乙１，６）。しかし，この場合でも，申請情報と

して登記原因たる数次の相続のそれぞれについてその発生年月日と併せて提

供することが必要とされているものであり，複数の登記原因（数次の単独相

続）を１個の申請書にまとめて記載することが許されているにすぎないもの

といえるから，本件審判の前提とされている相続関係のように被相続人から

相続した複数の相続人らの一部が死亡したことにより更に数次の相続が発生

した上，相続分の譲渡もされたという場合については，上記の例外的場合の

ような１個の登記申請による所有権移転登記は許されないものというべきで

ある。 

以上のほか，本件登記申請に係る所有権移転登記を中間省略登記等として

１個の登記申請により行うことができる法令上の根拠は認められない。 



なお，原告は，本件不動産については競売手続が予定されており，競売後

は直ちに競落人の名義になることから，相続登記による公示の期間は極めて

短く，その公示の意義もほとんどないとか，内閣府規制改革推進室の投資等

ワーキング・グループにおいても相続登記の簡略化が提言されていることな

どを根拠に，本件登記申請に係る中間省略登記を認めるべきであるなどと主

張するが，これらについては，相続登記の在り方をめぐる立法論として議論

されることは別として，現行の不登法の規定によれば，以上に説示したとお

り，本件登記申請に係る中間省略登記は認めることができないものであっ

て，原告の上記主張はこれを左右するものではない（なお，原告が主張する

上記ワーキング・グループの検討は，「不動産登記に関する論点」との標題

の下に論点の整理が行われたものであり，その論点の一つに挙げられた「相

続登記の促進」に関連する要望例として，相続財産を売却しその代金を相続

人又は第三者に譲与する旨の清算型遺贈につき指摘されたものであって，本

件の事案とは異なるものである〔甲５〕。）。 

  (3) また，原告は，本件において相続の過程等に従った登記申請をすべきと

すると，合計１１件の登記申請が必要となり，登記申請の負担が過重なもの

となるとか，登記記録上全く必要のない個人の情報が公開されることは，個

人情報保護の観点からも許されないなどと主張するが，いずれの主張につい

ても，以上に説示したところに照らし採用することができない。 

４ よって，本件登記申請に係る申請情報の内容が登記原因証明情報の内容と合

致しないとして不登法２５条８号に基づき本件登記申請を却下した本件処分

は，適法である。 

第４ 結論 

   以上によれば，原告の請求は理由がないからこれを棄却することとし，主文

のとおり判決する。 
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